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ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究 

「新型コロナウイルス感染症が市区町村別死亡に及ぼす影響を踏まえた男女・年齢別生

残率の設定に関する研究」 

 

研究分担者 菅桂太 国立社会保障・人口問題研究所 

研究要旨 

 新型コロナウイルス感染症が拡大した 2020 年以後、日本の平均寿命は他

国には見られない変化をし、とくに 2022 年の死亡は従来からの趨勢と比べ

て大きく増加した。本稿では「日本の地域別将来推計人口」を実施するため、

2020–2025 年の男女・年齢 5 歳階級別生残率に、2020 年 10 月から 2022 年

12 月の死亡実績を市区町村別に反映させる方法を検討した。 

 とくに、地域人口推計を実施するためには、総人口規模が 500 人を下回る

ような小人口の離島や山村についても男女・年齢別に生残率を設定する必要

があり、これらの小人口の地域では死亡数が整数でしか観測できないことに

よる観測誤差の影響を受け、また死亡の撹乱的な変動も増幅されて観測され

ることに対処する必要がある。種々のポワソン回帰モデルを援用して市区町

村別、男女・年齢別にコーホート死亡率のベイズ推定を行うことで、このよ

うな問題に対処し、小人口の市区町村についても新型コロナウイルス感染症

拡大以後の死亡状況の地域差の変化を適切に把握することができる方法を

示した。 

 

Ａ．研究目的 

 「地域別将来推計人口」の実施に必要な

2020–2025 年男女・年齢別生残率に、新型

コロナウイルス感染症の拡大があった時期

に対応する 2020 年国勢調査実施後から最

新の人口動態統計データを利用可能な

2020 年 10 月から 2022 年 12 月について、

死亡の地域差を市区町村単位に適切に反映

させるための手法を考案し、提示すること

を目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 新型コロナウイルス感染症はクラスター

の発生によって感染が拡大したとされる。

人と人の往来を媒介に感染が拡大するため、

死亡への影響には大きな地域差がある（人

の往来の範囲に感染拡大は限定される）こ

とが想定される。少なくとも新型コロナウ

イルス感染症の死亡への影響が、従来の死

亡率に比例して生じる（死亡率の高い地域

において新型コロナウイルス感染症の影響

も大きい）必然性はないため、全国や都道

府県を単位として新型コロナウイルス感染

症が蔓延した時期の死亡率の変化を一律に

すべての市区町村に適用するのは適切では

ない。推計対象自治体である約 1,800 市区

町村への個別の影響を測定することが望ま

しい。そのため、総人口規模が 500 人を下

回るような小人口の離島や山村についても

男女・年齢別に生残率を設定する必要があ
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る。これらの小人口の地域では死亡数が整

数でしか観測できないことによる観測誤差

の影響を受けざるを得ず、また死亡の撹乱

的な変動も増幅されて観測されることにな

るという問題を生じる。 

 本稿では、このような問題に対処しつつ、

地域人口推計の基準となる国勢調査以後の

2020 年 10 月から最新の人口動態統計デー

タが得られる 2022 年 12 月の実績を 2020–

2025 年生残率に反映させるための方法を

理論的に考察した。 

 

Ｃ．研究成果 

 他の多くの国と異なり、新型コロナウイ

ルス感染症の流行が始まった 2020 年の日

本の平均寿命は伸長した（死亡率は低下し

た）が、2021 年以後死亡率は高まり、とく

に 2022 年の死亡は従来からの趨勢と比べ

て顕著に大きくなっていた。新型コロナウ

イルス感染症は人と人の往来を媒介に感染

が拡大するため、死亡への影響には大きな

地域差がある（人の往来の範囲に感染拡大

は限定される）ことが想定されるため、新

型コロナウイルス感染症拡大以後の死亡状

況の地域差の変化を適切に把握する必要が

ある。とくに、地域人口推計を実施するた

めには、総人口規模が 500 人を下回るよう

な小人口の離島や山村についても男女・年

齢別生残率を設定する必要があり、上述の

小人口の地域に生じる問題に対処する必要

がある。 

 このような小人口に生じる問題に対処す

るため、種々のポワソン回帰モデルを援用

して市区町村別男女・年齢別にコーホート

死亡率のベイズ推定を行った。これにより

小人口の市区町村についても新型コロナウ

イルス感染症拡大以後の死亡状況の地域差

の変化を適切に把握することが可能になっ

た。 

 

Ｄ．結果の考察 

 本稿執筆時点では 2023 年の死亡状況に

ついては十分なデータを利用することがで

きないが、月別死亡数の推移を見る限り、

（2022 年から）引き続き従来の趨勢よりも

大きな死亡数の水準で推移しているようで

ある。新型コロナウイルス感染症は死亡の

地域パターンを変化させ、その変化は継続

している可能性がある。本稿は方法論の検

討に特化し、2000～2005 年から 2015～

2020 年の死亡の地域パターンと比べて、

2020 年以後の死亡の地域パターンに違い

があるのか、どのような違いなのかといっ

た実証結果や、新型コロナウイルス感染症

拡大前と比べ 2020.10～2022.12 死亡率に

統計的に有意な地理的ホットスポット・ク

ールスポットが生じた市区町村にどのよう

な地域的なパターンがみられるのかについ

て必ずしも十分な（実証的な）検証を行っ

ていないが、新型コロナウイルス感染症の

地域死亡への影響を示すものであり、今後

精査していくことが必要であろう。 

 

Ｅ．結論 

 新型コロナウイルス感染症は全国的に死

亡構造に大きな影響を及ぼしたものとみら

れるが、地域死亡への影響は全国・都道府

県に一様ではなく地域により多様な影響が

あったことが想定される。本稿で提示した

手法は、総人口規模 500 人未満のような小

人口の地域についても、新型コロナウイル

ス感染症が拡大した時期の死亡の地域差を

適切に把握することを可能にするものであ

る。引き続き地域死亡の継続的なモニタリ

ングを実施し、より精緻な分析へ深化する

ことが不可欠であり、ますます重要になっ

ている。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 
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